
北海道におけるまん延防止等重点措置（改定）

令和４年２月１８日

（案）

資料５



全道域

令和４年２月２１日（月）～３月６日（日）期 間
１

措置区域

新規感染者数を着実に減少に転じさせ、これ以上の医療の負荷を抑えて
いくため、まん延防止等重点措置の下、感染力の強いオミクロン株の特徴を
踏まえ、新型インフルエンザ等対策特別措置法第３１条の６第１項、第２項
及び同法第２４条第９項による要請などを行う。

実施内容

【感染性・伝播性】
オミクロン株はデルタ株に比べ、世代時間が約２日（デルタ株は約５日）に短縮、倍加時間と潜伏期間も短

縮し、感染後の再感染リスクや二次感染リスクが高く、感染拡大の速度も非常に速いことが確認されている。

【感染の場・感染経路】
国内では、多くの感染がこれまでと同様の機会（換気が不十分な屋内や飲食の機会等）で起きており、感

染経路もこれまでと同様に飛沫やエアロゾルの吸入、接触感染等を介していると考えられている。

【重症度】
オミクロン株による感染はデルタ株に比べて相対的に入院のリスク、重症化のリスクが低い可能性が示

されているが、オミクロン株感染による入院例が既に増加している。

【ワクチン効果】
初回免疫によるオミクロン株感染に対する発症予防効果は著しく低下するが、入院予防効果は一定程

度保たれている。また、ブースター接種によるオミクロン株感染に対する発症予防効果や入院予防効果
が回復することも報告されている。

オミクロン株の特徴に関する知見 第７２回（令和４年２月１６日）
新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード



要請内容

（日常生活において）

◆「三つの密（密閉・密集・密接）」の回避や、 「人と人との距離の確保」、
「マスク※の着用」、「手指消毒」、「換気」をはじめとした基本的な感染防止対策を
徹底する。（特措法第２４条第９項）

※不織布マスクを推奨、以下同じ

◆発熱等の症状がある場合は、外出や移動を控え、かかりつけ医や診療・検査医療
機関を受診する。（特措法第２４条第９項）

◆ワクチン接種の有無にかかわらず、感染に不安を感じる無症状の道民の方は
検査を受ける。（特措法第２４条第９項）

（特に外出の際は）
◆混雑している場所や感染リスクが高い場所への外出・移動を控える。

（特措法第２４条第９項）

◆普段会わない方や重症化リスクの高い方※と接する際は、基本的な感染防止対策
を更に徹底する。（特措法第２４条第９項）

※高齢者、基礎疾患のある方、一部の妊娠後期の方

◆不要不急の都道府県間の移動は極力控える。（特措法第２４条第９項）

【道民及び道内に滞在している皆様への要請①】

２



要請内容

（特に飲食の際は）

◆営業時間の変更を要請した時間以降、飲食店等の利用を控える。
（特措法第３１条の６第２項）

◆北海道飲食店感染防止対策認証店など感染防止を徹底している飲食店等を利用し、
感染防止が徹底されていない飲食店等の利用を控える。（特措法第２４条第９項）

◆飲食店等の利用の際には、飲食店等が実施している感染防止対策に協力する。
（特措法第２４条第９項）

◆飲食は４人以内など少人数、短時間で、深酒をせず、大声を出さず、会話の時は
マスクを着用する。特に普段会わない方との飲食の際は、より一層徹底する。
（特措法第２４条第９項）

【来道を検討している皆様への協力依頼】

◆国の基本的対処方針では、まん延防止等重点措置区域への不要不急の移動は
極力控えるよう求められており、北海道への不要不急の移動は、極力控える。
（協力依頼）

協力依頼
内容

３

【道民及び道内に滞在している皆様への要請②】



〔飲 食 店〕 飲食店（居酒屋を含む）、喫茶店 等（宅配・テイクアウトサービスを除く）
〔遊興施設〕 キャバレー、カラオケボックス等で食品衛生法上における飲食店営業許可を受けている店舗及び

飲食を主として業としていないカラオケ店
〔結婚式場〕 食品衛生法上における飲食店営業許可を受けている結婚式場等（披露宴等を行うホテル又は

旅館（集会の用に供する部分に限る）も含む）

【飲食店等への要請・協力依頼】

対象施設

※要請にご協力いただいた事業者には、協力金を支給

◆同一グループの同一テーブルへの入店案内を４人以内とする。（特措法第２４条第９項）

※対象者全員検査及びワクチン・検査パッケージ制度の適用を行わない。

◆業種別ガイドラインや感染防止対策チェックリスト項目を遵守する。（特措法第２４条第９項）

◆カラオケ設備の提供を行う場合、利用者の密を避ける、換気の確保等、感染対策の徹底を
行う。（特措法第２４条第９項）

◆感染防止の取組をアピールできる北海道飲食店感染防止対策認証制度の認証取得に
取り組む。（協力依頼）

【北海道飲食店感染防止対策認証制度の認証店】 (特措法第31条の6第1項)

◆①営業時間は5時から21時まで、酒類提供は11時から20時までとするか、または、
②営業時間は5時から20時まで、酒類提供（利用者による酒類の店内持込を含む）を行わな

いこととする。
※期間を通して上記のいずれかを選択（当初の選択は変更不可）

【上記以外の飲食店等】 (特措法第31条の6第1項)

◆営業時間は5時から20時まで、酒類提供（利用者による酒類の店内持込を含む）を行わない。
要請・

協力依頼
内容

【飲食店等に対する協力金】 ２月２１日～３月６日まで全期間（１４日間）協力
（認 証 店）【①の場合】中小企業・個人事業者：１店舗あたり３５万円～１０５万円、大企業：１店舗あたり最大２８０万円

【②の場合】中小企業・個人事業者：１店舗あたり４２万円～１４０万円、大企業：１店舗あたり最大２８０万円
（上記以外）中小企業・個人事業者：１店舗あたり４２万円～１４０万円、大企業：１店舗あたり最大２８０万円 ４



【イベントの開催についての要請・協力依頼】

◆営業時間は２１時まで（無観客で開催される催物を除く）（特措法第２４条第９項）

◆酒類の提供（利用者による酒類の店内持込みを含む）は、２０時まで。（協力依頼）

◆イベント開催に当たっては、業種別ガイドラインを遵守する。（特措法第２４条第９項）

◆国の接触確認アプリ（COCOA）導入、名簿の作成など追跡対策を徹底する。（特措法第２４条第９項）

要請・
協力依頼

内容

○人数上限
５，０００人

○収容率
[１００％以内] 大声なし （席がない場合は適切な間隔）

[ ５０％以内] 大声あり※2 （席がない場合は十分な間隔）

〈感染防止安全計画を策定する場合※3〉
○人数上限※４

２０，０００人
○収容率

１００％以内
※イベントの開催制限に係る詳しい内容については、道ホームページをご覧ください

人数上限
及び

収容率
（※１）

特措法第２４条第９項

※1  人数上限と収容率でどちらか小さい方を限度とする（両方の条件を満たす必要）
※2 大声とは、「観客等が通常よりも大きな声量で反復・継続的に声を発すること」で、これを積極的に推奨する又は必要な対策を

十分に施さないイベントが大声ありに該当する
※3 感染防止安全計画では、イベント開催時の必要な感染防止策を着実に実行するため、イベントごとに具体的な感染防止策の

内容を記載する（参加人数が5,000人超のイベントを対象とし、イベント開催の２週間前までの提出）
※4 対象者全員検査及びワクチン・検査パッケージ制度の適用を行わない

５

※ ２月２１日以降に販売開始されるチケットは、引き続き人数上限及び収容率等を満たすこと。



【飲食店以外の施設（特に大規模な集客施設）への要請・協力依頼】

施設の
種類

施設の例 要請・協力依頼内容

商業施設
大規模小売店、ショッピングセンター、百貨店
など物品販売業を営む店舗

◆次の感染防止対策を実施する。
（特措法第３１条の６第１項）

・入場をする者の整理等
・入場をする者に対するマスクの着用

の周知
・感染防止措置を実施しない者の入場

の禁止
・会話等の飛沫による感染の防止に

効果のある措置（飛沫を遮ることが
できる板等の設置又は利用者の適
切な距離の確保等） など

◆カラオケ設備の提供を行う場合、
利用者の密を避ける、換気の確
保等、感染対策の徹底を行う。
（協力依頼）

遊技施設 パチンコ屋、ゲームセンター など

遊興施設
性風俗店、勝馬投票券発売所、場外馬（車・
舟）券売場 など

サービス業
スーパー銭湯、エステサロン などサービス業を
営む店舗

劇場等
劇場、観覧場、映画館、演芸場、プラネタリウ
ムなど

集会・
展示施設

集会場、公会堂、展示場、貸会議室、文化会
館 など

ホテル・
旅館

ホテル、旅館（集会の用に供する部分に限る）

運動施設
遊技施設

野球場、陸上競技場、スポーツクラブ、テーマ
パーク、遊園地 など

博物館等 博物館、美術館 など

要請・
協力依頼

内容

６



【事業者への要請・協力依頼】

◆業種別ガイドラインを遵守する。（特措法第２４条第９項）

◆職場においては、感染防止のための取組や「三つの密」等を避ける行動を徹底する。
特に職場での「居場所の切り替わり」（休憩室、更衣室、喫煙室等）に注意する。
また、「感染リスクが高まる「５つの場面」」を避ける行動を徹底する。（協力依頼）

◆職場への出勤等について、人の流れを抑制する観点に加え、業務継続の観点から
も、出勤者数の削減の目標を定め、在宅勤務（テレワーク）の活用や休暇取得の促
進等の取組を推進するとともに、接触機会の低減に向け、職場に出勤する場合で
も時差出勤等を強力に推進する。 （協力依頼）

◆道民生活・道民経済の安定確保に不可欠な業務を行う事業者及びこれらの業務
を支援する事業者においては、「三つの密」を避けるために必要な対策を含め、
十分な感染防止策を講じつつ、感染者や濃厚接触者が発生し、欠勤者が多く発生
する場合においても、事業の特性を踏まえ、業務を継続する。 （協力依頼）

◆事業活動への影響を最小限に抑え、迅速な事業の再開を目指す事業継続計画
（ＢＣＰ）の点検、策定など、事業継続に支障が起きないための必要な取組を行う。

（協力依頼）

要請・
協力依頼

内容

７



【事業者への要請・協力依頼②】

（保育所、認定こども園等において）

◆職員や保護者のマスク着用、遊具等のこまめな消毒などの基本的対策を徹底する。
（特措法第２４条第９項）

◆感染リスクの高い活動を避けるとともに、少人数に分割した保育、保護者参加の
行事の延期等を含め大人数での行事を自粛する。 （特措法第２４条第９項）

◆発育状況等からマスクの着用が無理なく可能と判断される児童については、可能
な範囲で、一時的に、マスク着用を促す。（満２歳未満児のマスク着用は奨めず、
低年齢児については特に慎重に対応する。） （協力依頼）

（高齢者施設等において）

◆レクリエーション時のマスク着用、送迎時の窓開け等、「介護現場における感染対
策の手引き」に基づく対応を徹底する。（特措法第２４条第９項）

◆面会者からの感染を防ぐため、オンラインによる面会の実施も含めた対応の検討
や通所施設において、動線を分離するなど、感染対策をさらに徹底する。
（特措法第２４条第９項）

要請・
協力依頼

内容

８



◆衛生管理マニュアルに基づき、学校教育活動、学生寮における感染防止対策を
徹底し、感染防止対策を講じてもなお、感染リスクが高い活動は行わない。
（特措法第２４条第９項）

◆児童・生徒と同居家族の感染状況を即時に把握し、学級・学年・全校での迅速
かつ幅広な休業等の措置を講じる。この場合において、オンライン学習等により
学びを保障するとともに、留守番が困難な児童の居場所を確保する。
（特措法第２４条第９項）

◆集団宿泊的行事（修学旅行、宿泊学習等）は、感染リスクの高い活動は実施を
慎重に検討するとともに、保護者の意向や旅行先の受入の可否を確認した上で
実施する。ただし、道外の緊急事態措置区域やまん延防止等重点措置区域は
旅行先としない。（特措法第２４条第９項）

◆部活動は、活動を厳選（時間、人数、場所、活動内容）して、感染防止対策を徹底
の上、実施し、これによりがたい場合は休止する。また、健康状態の多重チェックを
行うとともに、感染防止対策の全校指導体制を確立するほか、学校が独自に行う
他校との練習試合や合宿等は行わない。（特措法第２４条第９項）

◆大学、専門学校等では、感染防止と面接授業・オンライン授業の効果的実施等
による学修機会の確保の両立に向けて適切に対応する。また、学外活動等に係る
感染対策や学生等への注意喚起を徹底する。（特措法第２４条第９項）

要請内容

【学校への要請】

◆業種別ガイドライン等に基づき、地域の感染状況に応じて、入場者の整理など感染
防止対策を徹底する。

【公立施設】

公立施設
９



水際対策の緩和

入国者の
待機期間

外国人の
新規入国

７日間の待機を原則※
※３日目の検査で陰性が確認された場合、それ以降、待機不要

〔オミクロン株に係る指定国・地域〕
検疫所の確保する施設での待機期間 ３日間

〔ワクチン３回目追加接種者〕
（指定国・地域） 検疫所の確保する施設での待機に代えて自宅等待機
（非指定国・地域） 自宅等待機免除

受入責任者の管理の下、観光目的以外の入国を認める

１日当たり３,５００人目途⇒５,０００人目途に引き上げ
入国者総
数の上限

10

〔参 考〕

緩和
開始日 令和４年３月１日より段階的に緩和



感染者の療養期間・濃厚接触者の待機期間

感
染
者

濃
厚
接
触
者

入 院
自宅等

無症状有症状

検体採取日の翌日から
７日間

発症した日の翌日から10日間
かつ症状軽快後72時間経過など

発症した日の翌日から
10日間かつ症状軽快後
72時間経過など

同居者以外 同居者

感染者と接触した日の翌日から７日間

次のいずれか遅い方の日の翌日から７日間

感染者の発症日（無症状の場合は検体採取日）
〔感染対策を行っていることが前提〕

感染者の発症により住居内で感染対策を講じた日

10日間経過まで検温等の健康観察

10日間経過まで検温等の健康観察 感染者の療養終了まで検温等の健康観察

次のいずれかの自費検査で陰性確認が必要
抗原定性検査で4日目と5日目に陰性を確認
ＰＣＲ検査又は抗原定量検査で5日目に陰性を確認

社会機能維持者は５日間

※他の同居者が発症した場合は改めてその日の翌日から起算
※

〔参 考〕
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